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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益又は中間(当期)純損失(△)については、第７期中及び第７期は
潜在株式が存在しないため、第８期中、第９期中及び第８期は１株当たり中間(当期)純損失を計上している
ため記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(派遣社員等)は、( )内に中間連結会計期間(年間)平均雇用者数
を外数で記載しております。 

４ 第８期中において、株式会社ミュージックアンドメディアと株式会社トレジャーミュージックを、第８期に
おいて、北京至高科技有限公司、Daiki International,Inc.及び株式会社サウンドコンテンツ出版を新たに
連結の範囲に含めております。 

５ 第８期連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準(企業会計基準第５号 平成17年
12月９日)」及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針
第８号 平成17年12月９日)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期

会計期間

自 平成16年 
  ９月１日 
至 平成17年 
  ２月28日

自 平成17年
  ９月１日
至 平成18年
  ２月28日

自 平成18年
  ９月１日
至 平成19年
  ２月28日

自 平成16年
  ９月１日
至 平成17年
  ８月31日

自 平成17年 
  ９月１日 
至 平成18年 
  ８月31日

売上高 (千円) 2,187,986 3,075,858 1,891,950 5,553,377 5,237,050

経常利益又は経常損失(△) (千円) 148,304 △105,422 △507,114 457,054 △1,034,108

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(千円) 90,213 △154,294 △869,784 253,709 △1,223,470

純資産額 (千円) 1,392,727 2,707,983 779,605 1,556,223 1,647,494

総資産額 (千円) 2,961,924 5,487,730 2,780,743 3,804,504 3,830,802

１株当たり純資産額 (円) 99,987.63 82,304.53 23,412.15 55,862.72 50,072.76

１株当たり中間(当期)純利
益又は中間(当期)純損失
(△)

(円) 7,530.93 △5,211.43 △26,435.60 14,035.69 △39,128.52

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ― ― ─ ― ─

自己資本比率 (％) 47.0 49.3 27.7 40.9 43.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △299,815 △514,738 △450,100 241,825 △1,104,388

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 36,441 △644,658 △73,649 △253,550 △736,983

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 242,838 1,723,748 225,328 478,338 1,562,513

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 272,463 1,323,962 183,253 759,611 481,037

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
37 
(6)

48
(5)

46
(11)

40
(6)

49 
(5)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純
利益又は中間(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。

３ 従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数(派遣社員等)は( )内に中間会計期間(年間)の平均人数を外数
で記載しております。 

４ 第７期における１株当たり配当額には、JASDAQ上場記念配当500円が含まれております。 
５ 第８期事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準(企業会計基準第５号 平成17年12月

９日)」及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８
号 平成17年12月９日)を適用しております。 

  

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期

会計期間

自 平成16年 
  ９月１日 
至 平成17年 
  ２月28日

自 平成17年
  ９月１日
至 平成18年
  ２月28日

自 平成18年
  ９月１日
至 平成19年
  ２月28日

自 平成16年
  ９月１日
至 平成17年
  ８月31日

自 平成17年 
  ９月１日 
至 平成18年 
  ８月31日

売上高 (千円) 2,193,575 3,070,204 1,810,351 5,617,881 5,176,192

経常利益又は経常損失(△) (千円) 125,004 △82,954 △407,311 415,578 △896,474

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(千円) 76,025 △126,971 △820,650 246,661 △1,148,418

資本金 (千円) 719,514 1,469,512 1,469,512 719,514 1,469,512

発行済株式総数 (株) 13,929 33,403 33,403 27,858 33,403

純資産額 (千円) 1,442,840 2,792,559 950,461 1,613,476 1,771,112

総資産額 (千円) 2,988,603 5,464,774 2,880,571 3,792,913 3,948,400

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ 2,000 0

自己資本比率 (％) 48.3 51.1 33.0 42.5 44.9

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
35 
(3)

41
(2)

32
(10)

36
(4)

38
(4)



２ 【事業の内容】 

  

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重

要な変更はありません。 

また、主要な関係会社の異動につきましては、３ 関係会社の状況 に記載の通りです。 

  

  
  

３ 【関係会社の状況】 

  

当中間会計期間において、メディア事業の強化を目的として、下記の会社に出資し、新たに関係会社

（持分法適用関連会社）といたしました。 

（名称）  株式会社ミディアルタエンタテインメントワークス 

（住所）  東京都渋谷区富ヶ谷一丁目１５－２ 

（資本金） 100百万円 

（主要な事業の内容） 映像及び音声コンテンツの製作、スタジオ賃貸 

（議決権に対する提出会社の所有割合） 40.0％ 

（関係内容） 役員の兼任 １名 

  



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

 
(注) １ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員です。 

２ 臨時従業員には、アルバイト、派遣社員及び契約社員を含んでおります。 

３ 全社(共通)は、管理及び経理等の経営管理部門の従業員です。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 従業員数の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員です。 

２ 臨時従業員には、アルバイト、派遣社員及び契約社員を含んでおります。 

３ 従業員数には子会社への出向者10名は含んでおりません。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

平成19年２月28日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

パッケージディストリビューション事業 18 (3)

デジタルディストリビューション事業 9 (3)

レーベル事業 8 (1)

全社(共通) 11 (4)

合計 46(11)

従業員数(名) 32 (10)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間（平成18年9月1日～平成19年2月28日）における我が国経済は、個人消費は持ち
直しの動きがみられ、消費者マインドや所得がおおむね横ばいで推移しています。先行きについては、
雇用情勢が改善していることから、所得の伸びが改善すれば、個人消費は増加していくものと期待され
ております。 
当社が属する国内音楽業界は、平成18年9月～平成19年2月までの音楽CD生産枚数が前年同期比12.9％

減（社団法人日本レコード協会発表より）、金額が同10.7％減（同左）と市場環境は厳しい状況のまま
推移しました。インディーズ・マーケットもヒット作品毎の販売数量が減少していることに加え、イン
ディーズ商品の店頭品揃えも減少しています。その一方で、インターネットや携帯電話を通した音楽配
信市場の拡大が本格化しており、有料音楽配信の売上実績は、前年比156.0％（社団法人日本レコード
協会発表より）と高成長を続け、音楽配信が新たな流通の手段として定着しつつある傾向が見られま
す。 
このような事業環境のなか、当中間期において、当社主力事業であるパッケージディストリビューシ

ョン事業では、前年同期に見られた大型作品がなかったことに加え、ヒットを見込んでいたタイトルの
不発や発売遅延、タイトルごとの平均販売数量低下などによって、出荷枚数は前年同期比43.8％と計画
を大きく下回る結果となりました。 
一方、デジタルディストリビューション事業では、携帯電話向け動画ダウンロードサービスを開始

し、当社が運営する音楽配信サイトは「D-Soundモバイル」など合計5サイトになりました。各サイトの
成長に加えてサイト数の増加もあり、携帯電話向けダウンロードサービスの売上は順調に伸びていま
す。 
こうしたなか、前期に増加した販売費及び一般管理費は、役員報酬の減額、販売促進費を始めとする

広範な経費節減努力により、当初計画に沿って削減することができました。 
 以上の結果、当中間期の連結売上高は1,891百万円（前年同期比38.5％減）となりました。営業損失
は490百万円（前年同期営業損失62百万円）、経常損失は507百万円（前年同期経常損失105百万円）と
なりました。また、たな卸商品評価損など特別損失249百万円を計上したことにより、中間純損失は869
百万円（前年同期中間純損失154百万円）となりました。 
一方、前年度下期と比較すると、パッケージディストリビューション事業とデジタルディストリビュ

ーション事業における収益率が向上したことにより、売上総利益率は6.4％上昇し、売上総利益は102百
万円改善いたしました。販売促進費や物流費、一般管理費の削減に努め、販売費及び一般管理費が前年
度下期に比べて314百万円減少したこともあり、経常損失を422百万円改善することができました。 

  
事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。 

  
（パッケージディストリビューション事業） 
当事業部門においては、市場環境と商品の絞込みにより、出荷枚数が前年同期比43.8%に落ち込んだ

結果、当中間期の売上高は1,496百万円（前年同期比42.3％減）となりました。 
減収にともなって売上総利益が落ち込んだことにより、営業費用を吸収することができず、当中間期

営業損失は172百万円（前年同期営業利益145百万円）という結果になりました。 
当中間期においては、利益重視の方針を推し進めた結果、自社グループレーベル商材などの高利益率

商品へのシフトが進み、高利益率商品の売上高構成比は前年同期に対して7.0％ポイント上昇し、平均
単価は18.4％高くなりました。こうしたことから、音楽CDの売上総利益率は17.6％と、前期同期比
0.8％ポイント改善し、利益重視の方針に一定の成果を見ることが出来ました。 
このほか、異業種販売チャンネルに対して、独占的な商品供給をスタートし、多様な収益確保に先鞭

を付けました。インターネット通販事業においては、「Yahoo！ショッピングD-Sound MUSIC MALL」に
加えて「楽天市場D-Sound Music」を新たにスタートし通販事業の販路を拡大する一方、販売費及び一
般管理費を中心とするコスト削減も進めました。 
 こうしたことから、パッケージディストリビューション事業の当中間期営業損失は、前年度下期営業
損失に比べ128百万円改善しました。 

  
（デジタルディストリビューション事業） 
音楽配信事業においては新規サイト立ち上げにともなうコスト増が負担となりました。「SHOP-TV」

事業は設置工事可能時期が限定される等により、設置が遅れたことから、当事業の収益の柱である広告
収入を得られる規模に達しませんでした。 
 こうしたことから、デジタルディストリビューション事業の当中間期の売上高は268百万円（前年同
期比5.6％増）、営業損失は105百万円（前年同期営業利益16百万円）となりました。 
当中間期においては、携帯電話端末向け動画配信サイト「D-Soundモバイルムービー」をスタート

し、サイト数は「D-Sound モバイル」等、計５サイトに拡大しました。各サイトの成長に加え、サイト
数も増え順調なダウンロード数の伸びに繋がりました。携帯端末向け配信事業では、音楽映像配信事業
およびコンテンツライセンス事業における業務提携が成立し、提携先とともにデジタルコンテンツの販
路拡大を目指すことになりました。 
「SHOP-TV」事業においては、大学内施設、CDショップ等への設置を進めてまいりました。さらに、

インディーズのみならず多様なコンテンツの拡充に努め、WEBサイトやモバイルサイト、フリーペーパ
ーと連動した情報発信の体制を整え、広告媒体としての基盤を整備しました。レーベル支援システムに
おいては、平成19年1月から付加価値を高めた新システムをスタートさせました。 
こうしたことから、前年度下期に対して当中間期の売上高は122百万円増（83.8％増）、営業損失は

343百万円改善いたしました。 
  

（レーベル事業） 
当事業部門においては、当中間期売上高は音楽CDタイトルの発売遅延、販売枚数が見込みを下回った



ことなどから減収となり、126百万円（前年同期比44.4％減）、営業損失は47百万円（前年同期営業
損失24百万円）となりました。一方、原価意識を高めたことやコスト削減努力が奏功し、前年度下期に
対して営業損失は37百万円改善いたしました。 

  
  

(2) キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間期純損失757百万円を計上したことなどに

より、450百万円の減少（前年同期は514百万円の減少）となりました。前年度下期と比較すると、税金
等調整前中間期純損失が333百万円改善したこともあり、営業活動によるキャッシュ・フローは139百万
円改善いたしました。 
  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得による支出40百万円等により73百万円減

少しました(前年同期は644百万円の減少)。 
  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の増加により225百万円の増加（前年同期は1,723百万

円の増加）となりました。 
  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 
当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 金額は、製造原価によっております。 
  
(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 金額は、仕入価格によっております。 
  
(3) 受注実績 

当社及び連結子会社は見込制作を主体としており、受注制作は行っておりません。 
  

(4) 販売実績 
当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりです。 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません 

  

区分

当中間連結会計期間
(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

前年同期比

金額(千円) (％)

レーベル事業 64,182 47.6

合計 64,182 47.6

区分

当中間連結会計期間
(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

前年同期比

金額(千円) (％)

パッケージディストリビューション事業 1,343,993 66.7

デジタルディストリビューション事業 247,078 ─

合計 1,591,072 78.9

区分

当中間連結会計期間
(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

前年同期比

金額(千円) (％)

パッケージディストリビューション事業 1,496,904 57.7

デジタルディストリビューション事業 268,270 105.6

レーベル事業 126,775 55.6

合計 1,891,950 61.5

前中間連結会計期間
(自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

相手先 販売高(千円) 割合(％) 相手先 販売高(千円) 割合(％)

㈱星光堂 574,875 18.7 ㈱星光堂 293,656 15.5

日本ソフトサービス
㈱

313,794 10.2 タワーレコード㈱ 274,442 14.5

─ ─ ─
㈱ヴィレッジヴァンガ
ードコーポレーション

219,307 11.6



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た
に生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等に変更はありません。 
  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 
  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1)提出会社 

当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変
更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容

帳簿価額(千円)

建物
器具及び
備品

ソフト
ウェア

長期前払費
用

合計

本社 
(東京都品川区)

デジタルディストリ
ビューション事業

「SHOP-TV」関連
設備等

─ 37,000 380 19,000 56,000

本社 
(東京都品川区)

パッケージディスト
リビューション事業

レーベル支援シス
テム等

─ ─ 14,251 ─ 13,761

本社 
(東京都品川区)

全社(共通) 本社フロア設備 1,799 ─ ─ ─ 1,799



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 
（注）①当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

 
②当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（単元未

満株式売渡請求権及び新株予約権の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整

の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 
  

 
なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式

数の総数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自

己株式数」に読み替えるものする。 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 76,800

計 76,800

種類
中間会計期間末
現在発行数(株) 

(平成19年2月28日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年5月28日)

上場証券取引所名
又は登録証券業協

会名
内容

普通株式 33,403.68 33,403.68
ジャスダック
証券取引所

─

計 33,403.68 33,403.68 ― ―

株主総会の特別決議日（平成17年11月29日）

中間会計期間末現在
（平成19年2月28日）

提出日の前月末現在 
（平成19年4月30日）

新株予約権の数（個） 391 334
新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左
新株予約権の目的となる株式の数(株) 391 334
新株予約権の行使時の払込金額(円) １株につき334,091円（注） 同左

新株予約権の行使期間
平成19年11月30日から
平成22年11月28日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格  334,091円
資本組入額 167,046円

同左

新株予約権の行使の条件

 各新株予約権の一部行使はで
きないこととする。 
 その他の行使条件について
は、取締役会決議に基づき定め
るものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 新株予約権を譲渡するときは
当社取締役会の承認を要するも
のとする。

同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

─ ─

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

既発行

株式数
＋

新規発行株式数×1株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数



③当社が資本減少、合併または会社分割を行なう場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必

要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合

理的な範囲で行使価額を調整するものとする。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

年月日
発行済株式
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成18年９月１日～
平成19年２月28日

─ 33,403.68 ─ 1,469,512 ─ 1,072,277



(5) 【大株主の状況】 

平成19年２月28日現在 

 
（注）1．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社が保有する上記持株数は、すべて信託業務に係る株式です。 

2．当社は自己株式501.68株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合1.50％）を所有しております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

木 村 裕 治 東京都港区 12,722 38.08

バンダイネットワークス 
株式会社

東京都港区東橋町１丁目6-1 1,438 4.30

バンク オブ ニューヨーク ジー
シーエム クライアント アカウ
ンツ イー アイエスジー（常任
代理人三菱東京UFJ銀行決済事業
部）

東京都品川区東品川２丁目3-14 1,305 3.90

株式会社バルビゾン 東京都港区南青山５丁目6-24 1,180 3.53

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目8-11 500 1.49

株式会社アミューズ 東京都渋谷区桜丘町20-1 500 1.49

高 橋 直 樹 東京都世田谷区 373 1.11

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目2-10 365 1.09

依 田 巽 東京都港区 360 1.07

株式会社コネクトテクノロジー
ズ

東京都新宿区新宿４丁目3-17 300 0.89

計 ― 19,043 57.00



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年２月28日現在 

 
（注）1. 「完全議決権株式(その他)」欄には証券保管振替機構名義の株式が５株含まれております。また「議決権の

数」欄に同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれております。 

（注）2. 端株0.68株の内容は、第８期において第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権行使に伴い発

行した株式の一部を転換権行使者からの請求により当社で買取りを行い自己株式としたものです。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年２月28日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
（注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 501
― ─

完全議決権株式(その他)  普通株式   32,902 32,902 ─

端株 0.68 ― ─

発行済株式総数 33,403.68 ― ―

総株主の議決権 ― 32,902 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
ダイキサウンド株式会社

東京都品川区東五反田 
一丁目14番10号

501 ─ 501 1.50

計 ― 501 ─ 501 1.50

月別 平成18年９月 10月 11月 12月 平成19年１月 ２月

最高(円) 106,000 83,500 70,000 67,000 53,200 51,900

最低(円) 82,700 67,400 60,600 48,800 43,500 47,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年９月１日から平成18年２月28日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年９月１日から平成19年２月28日まで)は改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年９月１日から平成18年２月28日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年９月１日から平成19年２月28日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年9月1日から平成18年2

月28日まで)及び当中間連結会計期間(平成18年9月1日から平成19年2月28日まで)の中間連結財務諸表なら

びに前中間会計期間(平成17年9月1日から平成18年2月28日まで)及び当中間会計期間(平成18年9月1日から

平成19年2月28日まで)の中間財務諸表について、みすず監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年２月28日)

当中間連結会計期間末

(平成19年２月28日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,324,188 1,183,486 1,481,263

 ２ 受取手形及び売掛金 1,690,210 654,677 842,531

 ３ たな卸資産 441,394 309,139 534,935

 ４ その他 183,462 56,639 239,564

   貸倒引当金 △7,384 △37,436 △26,981

   流動資産合計 4,631,871 84.4 2,166,506 77.9 3,071,313 80.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 126,620 2.3 130,723 4.7 111,722 2.9

 ２ 無形固定資産

  (1) 連結調整勘定 7,748 ─ ─

  (2) ソフトウェア ─ 170,476 190,413

  (3) その他 153,600 360 6,171

無形固定資産合計 161,349 2.9 170,836 6.1 196,585 5.1

３ 投資その他の資産

  (1) 長期前払費用 356,928 218,389 263,253

  (2) 固定化債権 ※２ ─ 153,979 131,741

  (3) その他 217,054 101,746 169,678

貸倒引当金 △6,093 △161,438 △113,493

投資その他の資産合計 567,889 10.4 312,676 11.3 451,180 11.8

   固定資産合計 855,859 15.6 614,237 22.1 759,488 19.8

   資産合計 5,487,730 100.0 2,780,743 100.0 3,830,802 100.0



  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年２月28日)

当中間連結会計期間末

(平成19年２月28日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 1,275,866 515,006 909,037

 ２ 短期借入金 910,938 864,950 664,111

 ３ 一年内返済予定 
   長期借入金

─ 229,353 183,800

 ４ 未払費用 171,597 118,202 163,473

 ５ 返品調整引当金 9,136 5,228 11,363

 ６ その他 100,135 72,872 34,493

   流動負債合計 2,467,675 45.0 1,805,612 64.9 1,966,280 51.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 300,808 186,171 206,955

 ２ 退職給付引当金 7,703 6,505 6,869

 ３ 連結調整勘定 3,559 ─ ─

 ４ 負ののれん ─ 2,847 3,203

   固定負債合計 312,071 5.7 195,525 7.1 217,027 5.7

   負債合計 2,779,746 50.7 2,001,137 72.0 2,183,308 57.0

(少数株主持分)

少数株主持分 ― ― ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,469,512 26.8 ― ― ― ―

Ⅱ 資本剰余金 1,072,277 19.5 ― ― ― ―

Ⅲ 利益剰余金 304,422 5.5 ― ― ― ―

Ⅳ 自己株式 △138,229 △2.5 ― ― ― ―

   資本合計 2,707,983 49.3 ― ― ― ―

負債、少数株主持分 
及び資本合計

5,487,730 100.0 ― ― ― ―



  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年２月28日)

当中間連結会計期間末

(平成19年２月28日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 ― ― 1,469,512 52.9 1,469,512 38.4

２ 資本剰余金 ― ― 1,072,277 38.6 1,072,277 28.0

３ 利益剰余金 ― ― △1,634,537 △58.8 △764,752 △20.0

４ 自己株式 ― ― △138,229 △5.0 △138,229 △3.6

株主資本合計 ― ― 769,023 27.7 1,638,807 42.8

Ⅱ 評価・換算差額等

１ 為替換算調整勘定 ― ― 1,282 178

評価・換算差額等 
合計

― ― 1,282 0.0 178 0.0

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 9,299 0.3 8,507 0.2

純資産合計 ― ― 779,605 28.0 1,647,494 43.0

負債純資産合計 ― ― 2,780,743 100.0 3,830,802 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 3,075,858 100.0 1,891,950 100.0 5,237,050 100.0

Ⅱ 売上原価 2,381,045 77.4 1,643,923 86.9 4,395,945 83.9

   売上総利益 694,813 22.6 248,026 13.1 841,104 16.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 757,098 24.6 738,737 39.0 1,809,393 34.6

  営業損失 62,285 △2.0 490,710 △25.9 968,288 △18.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 34 280 200

 ２ 業務受託料 3,000 15,000 6,000

 ３ その他 11 3,045 0.1 4,131 19,411 1.0 886 7,087 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 7,624 11,514 15,718

 ２ 新株発行費 8,579 ─ ─

 ３ 社債発行費 18,908 ─ 20,408

 ４ シンジケートローン 
   手数料

5,802 ─ 11,477

 ５ 持分法による 
   投資損失

3,000 22,313 8,929

 ６ その他 2,268 46,183 1.5 1,987 35,815 1.9 16,373 72,906 1.4

   経常損失 105,422 △3.4 507,114 △26.8 1,034,108 △19.8

Ⅵ 特別利益 ─ ─ ─ ─ 17,602 0.3

Ⅵ 特別損失

 １ たな卸商品評価損 106,024 157,622 259,694

 ２ 投資有価証券評価損 ─ 86,330 ─

 ３ その他 ─ 106,024 3.5 5,964 249,917 13.2 25,774 285,468 5.4

   税金等調整前 
中間(当期)純損失

211,446 △6.9 757,032 △40.0 1,301,974 △24.9

   法人税、住民税及び
事業税

8,190 2,542 10,394

   法人税等調整額 △65,440 △57,250 △1.9 109,741 112,284 6.0 △86,397 △76,003 △1.5

   少数株主利益又は 
   少数株主損失(△)

98 0.0 467 0.0 △2,500 △0.0

   中間(当期)純損失 154,294 △5.0 869,784 △46.0 1,223,470 △23.4



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 322,275

Ⅱ 資本剰余金増加高

１ 社債の転換による新株式の発行 750,002 750,002

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高 1,072,277

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 514,433

Ⅱ 利益剰余金減少高

１ 配当金 55,716

２ 中間純損失 154,294 210,010

Ⅲ 利益剰余金中間期末残高 304,422



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年８月31日残高(千円) 1,469,512 1,072,277 △764,752 △138,229 1,638,807

中間連結会計期間中の変動額

 中間純損失 ─ ─ △869,784 ─ △869,784

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─

中間連結会計期間中の変動額合計 

(千円)
─ ─ △869,784 ─ △869,784

平成19年２月28日残高(千円) 1,469,512 1,072,277 △1,634,537 △138,229 769,023

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計
為替換算 
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年８月31日残高(千円) 178 178 8,507 1,647,494

中間連結会計期間中の変動額

 中間純損失 ─ ─ ─ △869,784

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

1,104 1,104 791 1,895

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

1,104 1,104 791 △867,888

平成19年２月28日残高(千円) 1,282 1,282 9,299 779,605



前連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年８月31日残高(千円) 719,514 322,275 514,433 ─ 1,556,223

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 749,997 750,002 ─ ─ 1,500,000

 剰余金の配当 ─ ─ △55,716 ─ △55,716

 当期純損失 ─ ─ △1,223,470 ─ △1,223,470

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △138,229 △138,229

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

749,997 750,002 △1,279,186 △138,229 82,584

平成18年８月31日残高(千円) 1,469,512 1,072,277 △764,752 △138,229 1,638,807

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計
為替換算 
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成17年８月31日残高(千円) ─ ─ 6,461 1,562,685

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 ─ ─ ─ 1,500,000

 剰余金の配当 ─ ─ ─ △55,716

 当期純損失 ─ ─ ─ △1,223,470

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △138,229

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

178 178 2,046 2,224

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

178 178 2,046 84,808

平成18年８月31日残高(千円) 178 178 8,507 1,647,494



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年9月1日
至 平成18年2月28日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年9月1日
至 平成19年2月28日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成17年9月1日 
至 平成18年8月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

１ 税金等調整前中間(当期)純損失 △211,446 △757,032 △1,301,974

２ 減価償却費 103,798 116,428 193,866

３ 貸倒引当金の増加額 2,658 58,400 129,655

４ 返品調整引当金の減少額 △6,795 △6,135 △4,568

５ 退職給付引当金の増加額又は減少額(△) 2,031 △363 1,196

６ 受取利息 △34 △280 △200

７ 支払利息 7,624 11,514 15,718

８ 持分法による投資損失 3,000 22,313 8,929

９ たな卸資産評価損 106,024 157,622 259,694

10 固定資産除却損 ─ 5,964 ─

11 投資有価証券評価損 ─ 86,330 ─

12 のれん償却額 ─ 5,455 ─

13 売上債権の増加額(△)又は減少額 △419,691 202,936 296,245

14 たな卸資産の増加額(△)又は減少額 △32,676 68,173 △279,889

15 仕入債務の増加額又は減少額(△) 189,635 △432,154 △189,793

16 その他 △96,855 26,159 △54,921

小計 △352,729 △434,666 △926,042

19 利息の受取額 34 208 200

20 利息の支払額 △7,919 △12,181 △16,169

21 法人税等の支払額 △154,124 △3,460 △162,377

営業活動によるキャッシュ・フロー △514,738 △450,100 △1,104,388

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１ 定期預金の預入による支出 △350,002 △7 △450,002

２ 有形固定資産の取得による支出 △31,456 △19,177 △103,606

３ 無形固定資産の取得による支出 △87,954 △7,962 △97,915

４ 投資有価証券の取得による支出 △115,000 △40,000 △115,000

５ 貸付の回収による収入 ─ 11,844 ─

５ 長期前払費用の支払額 △60,000 △19,000 △60,000

６ 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の
  取得による収入

※2 11,059 ─ 11,059

７ その他の投資の回収による収入 ― 1,360 778

８ その他の投資による支出 △11,304 △706 77,703

投資活動によるキャッシュ・フロー △644,658 △73,649 △736,983

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

１ 短期借入金の純増額 193,982 200,838 116,000

２ 長期借入による収入 310,708 131,260 310,708

３ 長期借入金の返済による支出 △85,408 △106,491 △179,261

４ 転換社債の発行による収入 1,500,000 ─ 1,500,000

５ 自己株式の取得による支出 △138,229 ─ △138,229

６ 少数株主からの株式取得による支出 △3,000 ─ △3,000

７ 配当金の支払額 △54,304 ─ △54,704

８ その他 ─ △278 11,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,723,748 225,328 1,562,513

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― 636 284

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  又は減少額(△)

564,351 △297,784 △278,573

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 759,611 481,037 759,611

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※1 1,323,962 183,253 481,037



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

1 連結の範囲に関す
る事項

 全ての子会社を連結
しております。
 連結子会社数 ４社
 連結子会社の名称
  ㈱ディスカス
  ㈱e-music
  ㈱ミュージックア

ンドメディア
  ㈱トレジャーミュ

ージック
 なお、当中間連結会計
期間に㈱ミュージックア
ンドメディア株式を取得
し、また㈱トレジャーミ
ュージックを設立し連結
の範囲に含めておりま
す。また、㈱ゼロットは
㈱ディスカスと合併し清
算したため連結の範囲か
ら除いております。

 全ての子会社を連結
しております。
 連結子会社数 ７社
 連結子会社の名称
  ㈱ディスカス
  ㈱e-music 
  ㈱トレジャーミュ 
  ージック 
  ㈱サウンドコンテ 
  ンツ出版 
  ㈱ミュージックア 
  ンドメディア 
  北京至高科技有限 
  公司 
  Daiki Sound 
   International,Inc.

全ての子会社を連結し
ております。
連結子会社数 ７社
連結子会社の名称
 ㈱ディスカス 

  ㈱e-music 
  ㈱トレジャーミュ 
  ージック 
  ㈱サウンドコンテ 
  ンツ出版 
  ㈱ミュージックア 
  ンドメディア 
  北京至高科技有限 
  公司 
  Daiki Sound  
  International,Inc.
なお、当連結会計年度

に㈱ミュージックアンド
メディアの株式を取得
し、また㈱トレジャーミ
ュージック、㈱サウンド
コンテンツ出版、北京至
高科技有限公司、Daiki 
Sound 
International,Inc.を設
立し連結の範囲に含めて
おります。 
 また、㈱ゼロットは㈱
ディスカスと合併し清算
したため連結の範囲から
除いております。

2 持分法の適用に関
する事項

 全ての関連会社に対す
る投資について、持分法
を適用しております。
持分法適用の関連会社数
 ２社
持分法適用の関連会社名
 エフアンドエス㈱
 ミュージックオンライン㈱

 なお、ミュージックオ
ンライン㈱ついては、当
中間連結会計期間に同社
株式を取得し、関連会社
となったため、持分法の
範囲に含めております。

 全ての関連会社に対す
る投資について、持分法
を適用しております。 
持分法適用の関連会社数 
 ３社 
持分法適用の関連会社名 
 エフアンドエス㈱ 
 ミュージックオンライ 
 ン㈱ 
 ㈱ミディアルタエンタ 
 テインメントワークス
 なお、㈱ミディアルタ
エンタテインメントワー
クスついては、当中間連
結会計期間に同社株式を
取得し、関連会社となっ
たため、持分法の範囲に
含めております。

全ての関連会社に対す
る投資について、持分法
を適用しております。 
持分法適用の関連会社数 
 ２社 
持分法適用の関連会社名 
 エフアンドエス㈱ 
 ミュージックオンライ 
 ン㈱

なお、ミュージックオ
ンライン㈱ついては、当
連結会計期間に同社株式
を取得し、関連会社とな
ったため、持分法の範囲
に含めております。

3 連結子会社の中間
決算日(決算日)等
に関する事項

 連結子会社の中間期の
末日は、中間連結決算日
と一致しております。

 連結子会社のうち、北
京至高科技有限公司の中
間期の末日は６月30日で
あります。また、中間連
結財務諸表の作成にあた
っては、中間連結決算日
現在で実施した仮中間決
算に基づく財務諸表を使
用しております。 
 なお、その他の連結子
会社の中間期の末日は、
中間連結決算日と一致し
ております。

連結子会社のうち、北
京至高科技有限公司の決
算日は12月31日でありま
す。また、連結財務諸表
の作成にあたっては、連
結決算日現在で実施した
仮決算に基づく財務諸表
を使用しております。 
 なお、その他の連結子
会社の事業年度の末日
は、連結決算日と一致し
ております。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

4 会計処理基準に関
する事項

(1) 重要な資産の評価
基準及び評価方法

 ① 有価証券
   その他有価証券
   時価のないもの

移動平均法によ
る原価法

(1) 重要な資産の評価
基準及び評価方法

 ① 有価証券
   その他有価証券
   時価のないもの

同左

(1) 重要な資産の評価基
準及び評価方法

① 有価証券
  その他有価証券
  時価のないもの

同左

 ② たな卸資産 
   商品

移動平均法によ
る原価法

 ② たな卸資産
   商品

同左

② たな卸資産
  商品

同左

   製品・仕掛品
移動平均法によ
る原価法

   製品・仕掛品
同左

  製品・仕掛品
同左

   貯蔵品
最終仕入原価法

   貯蔵品
同左

  貯蔵品
同左

(2) 重要な減価償却資産
の減価償却の方法

 ① 有形固定資産
   定率法によってお

ります。
   なお、耐用年数及

び残存価額について
は、法人税法に規定
する方法と同一の基
準によっておりま
す。ただし、器具及
び備品に含まれてい
る貸与資産について
は定額法によってお
ります。

(2) 重要な減価償却資産
の減価償却の方法

 ① 有形固定資産
同左

(2) 重要な減価償却資産
の減価償却の方法

① 有形固定資産
同左

 ② 無形固定資産
ソフトウェア(自社

利用分)については、
社内における利用可
能期間(５年)に基づ
く定額法によってお
ります。

 ② 無形固定資産
同左

② 無形固定資産
同左

 ③ 長期前払費用
   均等償却によっ

ております。

 ③ 長期前払費用
同左

③ 長期前払費用
同左

(3) 重要な引当金の計
上基準

① 貸倒引当金
債権の貸倒による

損失に備えるため、
一般債権については
貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定
の債権については個
別に回収可能性を検
討し、回収不能見込
額を計上しておりま
す。

(3) 重要な引当金の計
上基準

 ① 貸倒引当金
同左

(3) 重要な引当金の計上
基準

① 貸倒引当金
同左

② 退職給付引当金
従業員の退職給付

に備えるため、当連
結会計年度末におけ
る退職給付の見込額
に基づき当中間連結
会計期間末に発生し
ていると認められる
額を計上しておりま
す。

 ② 退職給付引当金
同左

② 退職給付引当金
従業員の退職給付

に備えるため、当連
結会計年度末におけ
る退職給付の見込額
に基づき当連結会計
年度末に発生してい
ると認められる額を
計上しております。

③ 返品調整引当金
レコード等の返品

による損失に備える
ため、返品予想額に
基づく返品損失見積
額を計上しておりま
す。

 ③ 返品調整引当金
同左

③ 返品調整引当金
同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

(4) 重要なリース取引
の処理方法

(4) 重要なリース取引
の処理方法

(4) 重要なリース取引の
処理方法

 リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計
処理によっております。

同左 同左

(5) 重要なヘッジ会計
の方法

① ヘッジ会計の方法
金利スワップにつ

いては、特例処理の
要件を満たしており
ますので、特例処理
を採用しておりま
す。

(5) 重要なヘッジ会計
の方法

① ヘッジ会計の方法
同左

(5) 重要なヘッジ会計の
方法

① ヘッジ会計の方法
同左

② ヘッジ手段とヘッ
ジ対象

（ヘッジ手段）
金利スワップ

（ヘッジ対象）
借入金の利息

② ヘッジ手段とヘッ
ジ対象

（ヘッジ手段）
同左

（ヘッジ対象）
同左

② ヘッジ手段とヘッ
ジ対象

（ヘッジ手段）
同左

（ヘッジ対象）
同左

③ ヘッジ方法
借入金の金利変動

リスクを回避する目
的で金利スワップ取
引を行なっており、
ヘッジ対象の識別は
個別契約毎に行なっ
ております。

③ ヘッジ方法
同左

③ ヘッジ方法
同左

④ ヘッジ有効性評価
の方法

   金利スワップ取
引は、特例処理に
よっているため有
効性評価を省略し
ております。

④ ヘッジ有効性評価
の方法

同左

④ ヘッジ有効性評価
の方法

同左

(6) その他中間連結財
務諸表作成のため
の重要な事項

① 消費税等の会計処
理
税抜方式によって

おります。

(6) その他中間連結財
務諸表作成のため
の重要な事項

① 消費税等の会計処
理

同左

(6) その他連結財務諸表
作成のための重要
な事項

① 消費税等の会計処
理

同左

5 中間連結キャッシ
ュ・フロー計算書
( 連 結 キ ャ ッ シ
ュ・フ ロ ー 計 算
書)における資金
の範囲

 手許現金、要求払預金
及び取得日から３ヶ月以
内に満期日の到来する流
動性の高い、容易に換金
可能であり、かつ、価値
の変動について僅少なリ
スクしか負わない短期的
な投資からなっておりま
す。

同左 同左



会計処理の変更 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年9月１日
至 平成18年2月28日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年9月１日
至 平成19年2月28日)

前連結会計年度
(自 平成17年9月１日
至 平成18年8月31日)

(固定資産の減損に係る会計基
準)
当中間連結会計期間から「固

定資産の減損に係る会計基準」
(「固定資産の減損に係る会計基
準の設定に関する意見書」(企業
会計審議会 平成14年８月９日))
及び「固定資産の減損に係る会
計基準の適用指針」(企業会計基
準委員会 平成15年10月31日 企
業会計基準適用指針第６号)を適
用しております。
なお、これによる損益に与え

る影響はありません。

─ (固定資産の減損に係る会計基
準)
当連結会計年度から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固
定資産の減損に係る会計基準の
設定に関する意見書」(企業会計
審議会 平成14年８月９日))及び
「固定資産の減損に係る会計基
準の適用指針」(企業会計基準委
員会 平成15年10月31日 企業会
計基準適用指針第６号)を適用し
ております。
なお、これによる損益に与え

る影響はありません。
─ ─ (貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準)
当連結会計年度から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準」(企業会計基準第５
号 平成17年12月９日)及び「貸
借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等の適用指針」
(企業会計基準適用指針第８号 
平成17年12月９日)を適用してお
ります。従来の資本の部の合計
に相当する金額は1,638,986千円
であります。

なお、連結財務諸表規則の改
正により、当連結会計年度にお
ける連結貸借対照表の純資産の
部については、改正後の連結財
務諸表規則により作成しており
ます。

─ ─ (ストック・オプション等に関す
る会計基準)

当連結会計年度から「ストッ
ク・オプション等に関する会計
基準」(企業会計基準委員会 平
成17年12月27日 企業会計基準適
用指針第11号)を適用しておりま
す。

なお、これによる損益に与え
る影響はありません。



表示方法の変更 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

(中間連結貸借対照表関係)
 前中間連結会計期間において投資その他の資産
の「その他」に含めて表示しておりました「長期
前払費用」（前中間連結会計期間71,944千円）に
ついては、資産総額の100分の５超となったため、
当中間連結会計期間より区分掲記しております。

(中間連結貸借対照表関係)
 前中間連結会計期間において無形固定資産の
「その他」に含めて表示しておりました「ソフト
ウェア」（前中間連結会計期間153,240千円）につ
いては、資産総額の100分の５超となったため、当
中間連結会計期間より区分掲記しております。

前中間連結会計期間において流動負債の「短期
借入金」に含めて表示しておりました「一年内返
済予定長期借入金」（前中間連結会計期間183,800
千円）については、資産総額の100分の５超となっ
たため、当中間連結会計期間より区分掲記してお
ります。

前中間連結会計期間まで、固定負債において
「連結調整勘定」として表示していたものは、当
中間連結会計期間より「負ののれん」として表示
しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

   
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年２月28日)

当中間連結会計期間末
(平成19年２月28日)

前連結会計年度末 
(平成18年８月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却
累計額

70,853千円

※１ 有形固定資産の減価償却
累計額

99,201千円

※１ 有形固定資産の減価償却
累計額

92,521千円

─ ※２ 固定化債権は、破産債
権、再生債権、更生債権以
外のもので、これらに準ず
る債権であります。

─

 

 ３ 当社及び連結子会社にお
いては、運転資金の効率的
な調達を行うため取引銀行
４行と当座貸越契約及び貸
出コミットメント契約を締
結しております。
当中間連結会計期間末に

おける当座貸越契約及び貸
出コミットメントに係る借
入金未実行残高は次のとお
りであります。

当座貸越極度
額の総額

1,150,000千円

貸出実行残高 363,000   

差引額 787,000千円

貸出コミット
メントの額

1,000,000千円

貸出実行残高 300,000

差引額 700,000千円

 

３ 当社及び連結子会社にお
いては、運転資金の効率的
な調達を行うため取引銀行
５行と当座貸越契約を締結
しております。。
当中間連結会計期間末に

おける当座貸越契約に係る
借入未実行残高は次のとお
りであります。

当座貸越極度
額の総額

1,950,000千円

貸出実行残高 863,000

差引額 1,087,000千円

 

３ 当社及び連結子会社にお
いては、運転資金の効率的
な調達を行うため取引銀行
４行と当座貸越契約及び貸
出コミットメント契約を締
結しております。

  当連結会計年度末におけ
る当座貸越契約及び貸出コ
ミットメントに係る借入金
未実行残高は次のとおりで
あります。

当座貸越極度
額の総額

1,100,000千円

貸出実行残高 313,000

差引額 787,000千円

貸出コミット
メントの額

1,000,000千円

貸出実行残高 300,000

差引額 700,000千円

前中間連結会計期間
(自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の
主なもの

物流費 165,959千円

広告宣伝費 59,459

給与手当 181,151

退職給付費用 3,431

減価償却費 60,162

 

※１ 販売費及び一般管理費の
主なもの

物流費 107,923千円

広告宣伝費 54,743

給与手当 137,488

退職給付費用 2,054

貸倒引当金 
繰入額

71,835

減価償却費 64,269
 

※１ 販売費及び一般管理費の
主なもの

物流費 320,715千円

広告宣伝費 278,701

給与手当 310,375

退職給付費用 4,986

貸倒引当金
繰入額

131,802

減価償却費 122,394



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 該当事項はありません。 

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間 

   の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 33,403.68 ─ ─ 33,403.68

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 501.68 ─ ─ 501.68



前連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
(注) 普通株式の発行済株式数の増加5,545.68株は、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債に係る新株予約権の

行使に伴う新株発行による増加であります。 

  
２ 自己株式に関する事項 

 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加501.68株は、平成17年８月22日開催の取締役会決議に基づく500株の買付及

び第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の普通株式への転換時に発生した端株1.68株の取得によるもので

あります。 

  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるも 

   の 

 該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 27,858 5,545.68 ─ 33,403.68

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) ─ 501.68 ─ 501.68

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成17年11月29日 
定時株主総会

普通株式 55,716 2,000 平成17年８月31日 平成17年11月30日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中
間期末残高と中間連結貸借
対照表に掲記されている科
目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の中
間期末残高と中間連結貸借
対照表に掲記されている科
目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の期
末残高と連結貸借対照表に
掲記されている科目の金額
との関係

 

 

(平成18年２月28日現在)
現金及び預金勘
定

2,324,188千円

計 2,324,188

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金

△1,000,225

現金及び現金同
等物

1,323,962千円

 
※２ 株式の取得により新たに

連結子会社となった会社の
資産及び負債の主な内訳

当中間連結会計期間に行
なった株式の取得により、
新たに㈱ミュージックアン
ドメディアを連結したこと
に伴う連結開始時の資産及
び負債の内訳ならびに同社
株式の取得価額は次のとお
りであります。

（取得に伴う増加額）
取得子会社の
現金及び現金
同等物

18,059 千円

（取得に係る支出額）
取得子会社の
  流動資産 30,608
  固定資産 2,866
  流動負債 △23,516
  固定負債 △10,708
連結調整勘定 7,748
子会社株式の 
  取得価額 7,000

差引：連結の
範囲の変更を
伴う子会社株
式の取得によ
る収入

11,059

 

(平成19年２月28日現在)
現金及び預金勘
定

1,183,486千円

計 1,183,486

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金

△1,000,232

現金及び現金同
等物

183,253千円

      ─

 

 

(平成18年８月31日現在)
現金及び預金
勘定

1,481,263千円

計 1,481,263
預入期間が３
ヶ月を超える
定期預金

△1,000,225

現金及び現金
同等物

481,037千円

※２ 株式の取得により新たに
連結子会社となった会社の
資産及び負債の主な内訳

当連結会計年度に行なっ
た株式の取得により、新た
に㈱ミュージックアンドメ
ディアを連結したことに伴
う連結開始時の資産及び負
債の内訳ならびに同社株式
の取得価額は次のとおりで
あります。

（取得に伴う増加額）
取得子会社の
現金及び現金
同等物

18,059 千円

（取得に係る支出額）
取得子会社の
 流動資産 30,608
 固定資産 2,866
 流動負債 △23,516
 固定負債 △10,708

連結調整勘定 7,748
子会社株式の
  取得価額 7,000

差引：連結の
範囲の変更を
伴う子会社株
式の取得によ
る収入

11,059

 

３ 重要な非資金取引の内容
新株予約権の
行使に伴う資
本金増加額

749,997 千円

新株予約権の
行使に伴う資
本準備金増加
額

750,002

新株予約権の
行使に伴う転
換社債型新株
予約権付社債
の減少額

1,500,000



(リース取引関係) 

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得 
価額 

相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間 
期末 
残高 

相当額 
(千円)

建物 6,969 4,530 2,439

器具及び 

備品
161,318 95,457 65,861

車輌 12,033 8,472 3,560

ソフト 

ウェア
24,298 18,223 6,074

合計 204,619 126,683 77,935

 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得 
価額 
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間
期末 
残高 
相当額 
(千円)

建物 6,969 5,924 1,045

器具及び 

備品
161,318 127,720 33,597

車輌 12,305 1,032 11,273

ソフト 

ウェア
24,298 23,083 1,214

合計 204,892 157,760 47,131  

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

取得
価額 
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

期末 
残高 
相当額 
(千円)

建物 6,969 5,227 1,742

器具及び

備品
161,318 111,588 49,729

車輌 12,033 9,128 2,904

ソフト 

ウェア
24,298 20,653 3,644

合計 204,619 146,597 58,021

２ 未経過リース料中間期末残

高相当額

１年内 43,323千円

１年超 42,410

合計 85,734千円

２ 未経過リース料中間期末残

高相当額

１年内 26,600千円

１年超 23,515

合計 50,116千円

２ 未経過リース料期末残高相

当額

１年内 38,815千円

１年超 25,540

合計 64,356千円

３ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 23,295千円

減価償却費
相当額

19,914千円

支払利息
相当額

2,351千円

３ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 23,803千円

減価償却費
相当額

20,566千円

支払利息
相当額

1,387千円

３ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 46,551千円

減価償却費
相当額

39,828千円

支払利息
相当額

4,144千円

４ 減価償却費相当額の算定方

法

   リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方

法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方

法

同左

５ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物

件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、

利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年２月28日現在) 

１ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年２月28日現在) 

１ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

 
(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券について86,330千円の評価損を計上しております。 

  

前連結会計年度末(平成18年８月31日現在) 

１ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

 
  

区分
中間連結貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

 非上場株式 90,000

計 90,000

区分
中間連結貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

 非上場株式 3,669

計 3,669

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

 非上場株式 90,000

計 90,000



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日) 

該当事項はありません。 
なお、金利スワップ取引を行なっておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対

象から除いております。 
  

当中間連結会計期間(自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日) 

該当事項はありません。 
なお、金利スワップ取引を行なっておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対

象から除いております。 
  

前連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

該当事項はありません。 
なお、金利スワップ取引を行なっておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対

象から除いております。 
  

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

該当事項はありません。 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。なお、当中間連結会計期間より、ディスト

リビューション事業をパッケージディストリビューション事業へ、データサービス事業をデジタルディスト
リビューション事業へ名称を変更しております。 

２ 各区分の主な事業内容 
 (1) パッケージディストリビューション事業…CD等の卸売販売 
 (2) デジタルディストリビューション事業……音楽配信、店頭楽曲配信端末の販売、実売データ等の情報提供
 (3) レーベル事業…………………………………インディーズCDの企画、制作、販売 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(206,047千円)の主なものは、親会社本社

の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日) 

  

 
(注) １ 各区分の主な事業内容 

 (1) パッケージディストリビューション事業…CD等の卸売販売 
 (2) デジタルディストリビューション事業……音楽配信、店頭楽曲配信端末の販売、実売データ等の情報提供
 (3) レーベル事業…………………………………インディーズCDの企画、制作、販売 
２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(176,262千円)の主なものは、親会社本社

の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

パッケージディ
ストリビューシ

ョン事業 
(千円)

デジタルディス
トリビューショ

ン事業 
(千円)

レーベル
事業 

(千円)

計
(千円)

消去又は
全社 
(千円)

連結 
(千円)

売上高

(1)外部顧客に
対する売上高

2,593,820 254,025 228,012 3,075,858 ― 3,075,858

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

22,595 ― ― 22,595 (22,595) ―

計 2,616,416 254,025 228,012 3,098,454 (22,595) 3,075,858

営業費用 2,471,361 237,607 252,941 2,961,910 176,233 3,138,143

営業利益又は営業損失(△) 145,054 16,417 △24,928 136,543 (198,828) △62,285

パッケージディ
ストリビューシ

ョン事業 
(千円)

デジタルディス
トリビューショ

ン事業 
(千円)

レーベル
事業 

(千円)

計
(千円)

消去又は
全社 
(千円)

連結 
(千円)

売上高

(1)外部顧客に
対する売上高

1,496,904 268,270 126,775 1,891,950 ─ 1,891,950

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

22,985 ─ ─ 22,985 (22,985) ─

計 1,519,890 268,270 126,775 1,914,936 (22,985) 1,891,950

営業費用 1,692,394 374,091 174,229 2,240,715 141,945 2,382,661

営業利益又は営業損失(△) △172,503 △105,821 △47,453 △325,778 (164,931) △490,710



前連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。なお、当連結会計年度より、ディストリビ

ューション事業をパッケージディストリビューション事業へ、データサービス事業をデジタルディストリビ
ューション事業へ名称を変更しております。 

２ 各区分の主な事業内容 
 (1) パッケージディストリビューション事業…CD等の卸売販売 
 (2) デジタルディストリビューション事業……音楽配信、店頭楽曲配信端末の販売、実売データ等の情報提供
 (3) レーベル事業…………………………………インディーズCDの企画、制作、販売 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(312,630千円)の主なものは、親会社本社

の総務部門等管理部門に係る費用であります。 
  
  
【所在地別セグメント情報】 
前中間連結会計期間(自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日) 
当社及び連結子会社は国内に所在しており、在外支店もないため、所在地別の売上高、営業損益につ

いては記載しておりません。 
  

当中間連結会計期間(自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日) 
本邦以外の国または地域に所在する連結子会社の売上高の合計が連結売上高の10％未満であるため、

所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 
  

前連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 
本邦以外の国または地域に所在する連結子会社の売上高の合計が連結売上高の10％未満であるため、

所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 
  
  
【海外売上高】 
前中間連結会計期間(自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日) 
海外売上高はないため記載しておりません。 

  
当中間連結会計期間(自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日) 
海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。 

  
前連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 
海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。 
  
  
  

パッケージディ
ストリビューシ

ョン事業 
(千円)

デジタルディス
トリビューショ

ン事業 
(千円)

レーベル
事業 

(千円)

計
(千円)

消去又は
全社 

(千円)

連結 
(千円)

売上高

(1)外部顧客に
対する売上高

4,483,567 400,004 353,478 5,237,050 ─ 5,237,050

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

48,368 ─ ─ 48,368 (48,368) ─

計 4,531,936 400,004 353,478 5,285,419 (48,368) 5,237,050

営業費用 4,687,024 832,844 463,213 5,983,082 222,256 6,205,339

営業利益又は営業損失(△) △155,087 △432,840 △109,735 △697,663 (270,625) △968,288



(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日) 

該当事項はありません。 

  
当中間連結会計期間(自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

(１株当たり情報) 

 
(注) １株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎 

 
  

  

(重要な後発事象) 

 
  
  
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

 

１株当たり 
純資産額

82,304円53銭

 

１株当たり 
純資産額

23,412円15銭

 

１株当たり
純資産額

50,072円76銭

 

１株当たり 
中間純損失

5,211円43銭

 

１株当たり 
中間純損失

26,435円60銭
１株当たり
当期純損失

39,128円52銭

なお、潜在株式調整後１株当
たり中間純利益については、１
株当たり中間純損失を計上して
いるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当
たり中間純利益については、１
株当たり中間純損失を計上して
いるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益については、１
株当たり当期純損失を計上して
いるため記載しておりません。

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

中間連結損益計算書上の 
中間(当期)純損失

(千円) 154,294 869,784 1,223,470

普通株式に係る 
中間(当期)純損失

(千円) 154,294 869,784 1,223,470

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ─ ─

普通株式の期中平均株式数 (株) 29,607 32,902 31,268

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間(当期)純利益の
算定に含まれなかった潜在株式の概要

平成17年11月29日定
時株主総会決議スト
ックオプション 
(自己株式譲渡方式) 
普通株式500株

平成17年11月29日定
時株主総会決議スト
ックオプション 
(自己株式譲渡方式) 
普通株式371株

平成17年11月29日定
時株主総会決議スト
ックオプション 
(自己株式譲渡方式) 
普通株式430株

前中間連結会計期間
(自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

前連結会計年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

─ ─ ─



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年2月28日)

当中間会計期間末

(平成19年2月28日)

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年8月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,261,504 1,092,654 1,406,520

 ２ 売掛金 1,644,652 640,091 859,574

 ３ たな卸資産 377,455 278,317 492,619

 ４ その他 ※３ 192,217 48,079 234,500

   貸倒引当金 △5,920 △37,029 △26,327

   流動資産合計 4,469,909 81.8 2,022,113 70.2 2,966,887 75.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 118,680 2.2 122,726 4.3 102,940 2.6

 ２ 無形固定資産 139,517 2.5 144,699 5.0 169,678 4.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 長期前払費用 356,928 218,110 263,253

  (2) 関係会社株式 ─ 273,702 235,000

  (3) 固定化債権 ※２ ─ 153,979 131,741

  (4) その他 385,831 114,678 217,592

   貸倒引当金 △6,093 △169,438 △138,693

   投資その他の資産 

   合計
736,666 13.5 591,031 20.5 708,894 18.0

   固定資産合計 994,864 18.2 858,457 29.8 981,512 24.9

   資産合計 5,464,774 100.0 2,880,571 100.0 3,948,400 100.0



  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年2月28日)

当中間会計期間末

(平成19年2月28日)

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年8月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 1,301,831 552,595 995,890

 ２ 短期借入金 661,182 813,000 613,111

 ３ 一年内返済予定 

   長期借入金
183,800 227,460 183,800

 ４ 返品調整引当金 9,136 5,006 10,866

 ５ その他 218,915 146,034 168,782

   流動負債合計 2,374,866 43.5 1,744,096 60.6 1,972,451 50.0

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 290,100 179,920 198,200

 ２ 退職給付引当金 7,248 6,093 6,637

   固定負債合計 297,348 5.4 186,013 6.5 204,837 5.1

   負債合計 2,672,214 48.9 1,930,109 67.0 2,177,288 55.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,469,512 26.9 － － － －

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 1,072,277 － －

   資本剰余金合計 1,072,277 19.6 － － － －

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 5,820 － －

 ２ 任意積立金 390,000 － －

 ３ 中間未処理損失 6,821 － －

   利益剰余金合計 388,998 7.1 － － － －

Ⅳ 自己株式 △138,229 △2.5 － － － －

   資本合計 2,792,559 51.1 － － － －

   負債及び資本合計 5,464,774 100.0 － － － －



  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年2月28日)

当中間会計期間末

(平成19年2月28日)

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年8月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 ― ― 1,469,512 51.0 1,469,512 37.2

２ 資本剰余金

  資本準備金 ― 1,072,277 1,072,277

資本剰余金合計 ― ― 1,072,277 37.2 1,072,277 27.2

３ 利益剰余金

(1) 利益準備金 ― 5,820 5,820

(2) その他利益剰余金

別途積立金 ― ─ 390,000

繰越利益剰余金 ― △1,458,919 △1,028,268

利益剰余金合計 ― ― △1,453,099 △50.4 △632,448 △16.0

４ 自己株式 ― ― △138,229 △4.8 △138,229 △3.5

株主資本合計 ― ― 950,461 33.0 1,771,112 44.9

純資産合計 ― ― 950,461 33.0 1,711,112 44.9

負債純資産合計 ― ― 2,880,571 100.0 3,948,400 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

  

前中間会計期間

(自 平成17年9月１日

至 平成18年2月28日)

当中間会計期間

(自 平成18年9月１日

至 平成19年2月28日)

前事業年度の

要約損益計算書

(自 平成17年9月１日

至 平成18年8月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比 

(％)

Ⅰ 売上高 3,070,204 100.0 1,810,351 100.0 5,176,192 100.0

Ⅱ 売上原価 2,475,328 80.6 1,621,022 89.5 4,492,333 86.8

    売上総利益 594,876 19.4 189,328 10.5 683,858 13.2

Ⅲ 販売費及び 

  一般管理費
※１ 639,778 20.8 603,148 33.4 1,530,107 29.5

営業損失 44,901 △1.4 413,820 △22.9 846,249 △16.3

Ⅳ 営業外収益 ※２ 3,041 0.1 17,192 1.0 6,193 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※３ 41,094 1.4 10,683 0.6 56,418 1.1

経常損失 82,954 △2.7 407,311 △22.5 896,474 △17.3

Ⅵ 特別利益 ※４ ─ ─ 17,200 0.9 ─ ─

Ⅶ 特別損失 ※５ 106,024 3.4 318,893 17.6 336,616 6.5

税引前中間 

(当期)純損失
188,978 △6.1 709,004 △39.2 1,233,091 △23.8

   法人税、住民税 

   及び事業税
1,890 1,904 3,814

   法人税等調整額 △63,897 △62,007 △2.0 109,741 111,646 6.1 △88,486 △84,672 △1.6

中間(当期)純損失 126,971 △4.1 820,650 △45.3 1,148,418 △22.2

   前期繰越利益 120,150 ― ―

中間未処理損失 6,821 ― ―



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年８月31日残高(千円) 1,469,512 1,072,277 1,072,277

中間会計期間中の変動額

 別途積立金の取崩

 中間純損失 ─ ─ ─

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

─ ─ ─

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

─ ─ ─

平成19年２月28日残高(千円) 1,469,512 1,072,277 1,072,277

株主資本

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年８月31日残高(千円) 5,820 390,000 △1,028,268 △632,448

中間会計期間中の変動額

 別途積立金の取崩 △390,000 390,000 ─

 中間純損失 ─ ─ △820,650 △820,650

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

─ △390,000 △430,650 △820,650

平成19年２月28日残高(千円) 5,820 ─ △1,458,919 △1,453,099

株主資本
純資産合計

自己株式 株主資本合計

平成18年８月31日残高(千円) △138,229 1,771,112 1,771,112

中間会計期間中の変動額

 別途積立金の取崩 ─ ─ ─

 中間純損失 ─ △820,650 △820,650

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

─ ─ ─

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

─ △820,650 △820,650

平成19年２月28日残高(千円) △138,229 950,461 950,461



前事業年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成17年８月31日残高(千円) 719,514 322,275 322,275

事業年度中の変動額

 新株の発行 749,997 750,002 750,002

 剰余金の配当 ─ ─ ─

 当期純損失 ─ ─ ─

 別途積立金の積立 ─ ─ ─

 自己株式の取得 ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計(千円) 749,997 750,002 750,002

平成18年８月31日残高(千円) 1,469,512 1,072,277 1,072,277

株主資本

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

平成17年８月31日残高(千円) 5,820 270,000 295,866 571,686

事業年度中の変動額

 新株の発行 ─ ─ ─ ─

 剰余金の配当 ─ ─ △55,716 △55,716

 当期純損失 ─ ─ △1,148,418 △1,148,418

 別途積立金の積立 ─ 120,000 △120,000 ─

 自己株式の取得 ─ ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計(千円) ─ 120,000 △1,324,134 △1,204,134

平成18年８月31日残高(千円) 5,820 390,000 △1,028,268 △632,448

株主資本
純資産合計

自己株式 株主資本合計

平成17年８月31日残高(千円) ─ 1,613,476 1,613,476

事業年度中の変動額

 新株の発行 ─ 1,500,000 1,500,000

 剰余金の配当 ─ △55,716 △55,716

 当期純損失 ─ △1,148,418 △1,148,418

 別途積立金の積立 ─ ─ ─

 自己株式の取得 △138,229 △138,229 △138,229

事業年度中の変動額合計(千円) △138,229 157,635 157,635

平成18年８月31日残高(千円) △138,229 1,771,112 1,771,112



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年9月１日
至 平成18年2月28日)

当中間会計期間
(自 平成18年9月１日
至 平成19年2月28日)

前事業年度
(自 平成17年9月１日
至 平成18年8月31日)

１ 資産の評価基準
及び評価方法

(1) 有価証券
① 子会社株式

移動平均法による原
価法

(1) 有価証券
① 子会社株式及び関連
会社株式

同左

(1) 有価証券
① 子会社株式及び関連
会社株式

同左
② その他有価証券
時価のないもの
移動平均法による原
価法

② その他有価証券
時価のないもの

同左

② その他有価証券
時価のないもの

同左

(2) たな卸資産
① 商品

移動平均法による原
価法

(2) たな卸資産
① 商品

同左

(2) たな卸資産
① 商品

同左

② 貯蔵品
最終仕入原価法

② 貯蔵品
同左

② 貯蔵品
同左

２ 固定資産の減価
償却の方法

(1) 有形固定資産
   定率法によっており

ます。
なお、耐用年数及び

残存価額については、
法人税法に規定する方
法と同一の基準によっ
ております。ただし、
器具及び備品に含まれ
ている貸与資産につい
ては定額法によってお
ります。

(1) 有形固定資産
同左

(1) 有形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
ソフトウェア(自社

利用分)については、
社内における見込利用
可能期間(５年)による
定額法によっておりま
す。

(2) 無形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
同左

(3) 長期前払費用
均等償却によってお

ります。

(3) 長期前払費用
同左

(3) 長期前払費用
同左

３ 引当金の計上基
準

(1) 貸倒引当金
債権の貸倒による損

失に備えるため、一般
債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能
性を検討し、回収不能
見込額を計上しており
ます。

(1) 貸倒引当金
同左

(1) 貸倒引当金
同左

(2) 返品調整引当金
レコード等の返品に

よる損失に備えるた
め、返品予想額に基づ
く返品損失見積額を計
上しております。

(2) 返品調整引当金
同左

(2) 返品調整引当金 
同左



  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年9月１日
至 平成18年2月28日)

当中間会計期間
(自 平成18年9月１日
至 平成19年2月28日)

前事業年度
(自 平成17年9月１日
至 平成18年8月31日)

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に

備えるため、当事業年
度末における退職給付
の見込額に基づき当中
間会計期間末に発生し
ていると認められる額
を計上しております。

(3) 退職給付引当金
同左

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に

備えるため、当事業年
度末における退職給付
の見込額に基づき当事
業年度末に発生してい
ると認められる額を計
上しております。

４ リース取引の処
理方法

リース物件の所有権
が借主に移転すると認
められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取
引については、通常の
賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によ
っております。

同左 同左

５ ヘッジ会計の方
法

(1)ヘッジ会計の方法
金利スワップについ

ては、特例処理の要件
を満たしておりますの
で、特例処理を採用し
ております。

(1)ヘッジ会計の方法
同左

(1)ヘッジ会計の方法
同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対
象
(ヘッジ手段)
金利スワップ
(ヘッジ対象)
借入金の利息

(2)ヘッジ手段とヘッジ対
象
(ヘッジ手段)

同左
(ヘッジ対象)

同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対
象
(ヘッジ手段)

同左
(ヘッジ対象)

同左
(3)ヘッジ方針

借入金の金利変動リ
スクを回避する目的で
金利スワップ取引を行
っており、ヘッジ対象
の識別は個別契約毎に
行っております。

(3)ヘッジ方針
同左

(3)ヘッジ方針
同左

(4)ヘッジ有効性評価の方
法
金利スワップ取引

は、特例処理によって
いるため有効性評価を
省略しております。

(4)ヘッジ有効性評価の方
法

同左

(4)ヘッジ有効性評価の方
法

同左

６ その他中間財務
諸表(財務諸表)
作成のための基
本となる重要な
事項

消費税等の会計処理
税抜方式によってお

ります。

消費税等の会計処理
同左

消費税等の会計処理
同左



会計処理の変更 

 
  

表示方法の変更 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年9月１日
至 平成18年2月28日)

当中間会計期間
(自 平成18年9月１日
至 平成19年2月28日)

前事業年度
(自 平成17年9月１日
至 平成18年8月31日)

(固定資産の減損に係る会計基
準)
当中間会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固
定資産の減損に係る会計基準の
設定に関する意見書」(企業会計
審議会 平成14年８月９日))及び
「固定資産の減損に係る会計基
準の適用指針」(企業会計基準委
員会 平成15年10月31日 企業会
計基準適用指針第６号)を適用し
ております。
なお、これによる損益に与え

る影響はありません。

─ (固定資産の減損に係る会計基
準)
当事業年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資
産の減損に係る会計基準の設定
に関する意見書」(企業会計審議
会 平成14年８月９日))及び「固
定資産の減損に係る会計基準の
適用指針」(企業会計基準委員会 
平成15年10月31日 企業会計基準
適用指針第６号)を適用しており
ます。
なお、これによる損益に与え

る影響はありません。
─ ─ (貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準)
当事業年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会
計基準」(企業会計基準第５号 
平成17年12月９日)及び「貸借対
照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準等の適用指針」(企業
会計基準適用指針第８号 平成17
年12月９日)を適用しておりま
す。従来の資本の部の合計に相
当する金額は1,771,112千円であ
ります。

なお、財務諸表規則の改正に
より、当事業年度における貸借
対照表の純資産の部について
は、改正後の財務諸表規則によ
り作成しております。

─ ─ (ストック・オプション等に関す
る会計基準)

当事業年度から「ストック・
オプション等に関する会計基
準」(企業会計基準委員会 平成
17年12月27日 企業会計基準適用
指針第11号)を適用しておりま
す。

なお、これによる損益に与え
る影響はありません。

前中間会計期間
(自 平成17年9月１日
至 平成18年2月28日)

当中間会計期間
(自 平成18年9月１日
至 平成19年2月28日)

(中間貸借対照表)

前中間会計期間において投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しておりました「長期前

払費用」 (前中間会計期間69,722千円)について

は、資産総額の100分の５超となったため、当中間

会計期間より区分掲記しております。

(中間貸借対照表)

前中間会計期間において投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しておりました「関係会

社株式」 (前中間会計期間205,000千円)について

は、資産総額の100分の５超となったため、当中

間会計期間より区分掲記しております。



  

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年2月28日)

当中間会計期間末
(平成19年2月28日)

前事業年度末
(平成18年8月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却
累計額

64,710千円

※１ 有形固定資産の減価償却
累計額

91,349千円

※１ 有形固定資産の減価償却
累計額

85,590千円

─ ※２ 固定化債権は、破産債
権、再生債権、更生債権以
外のもので、これらに準ず
る債権であります。 

※２ 固定化債権は、破産債
権、再生債権、更生債権以
外のもので、これらに準ず
る債権であります。 

※３ 消費税等の取扱い
   仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、金
額的重要性が乏しいため、
流動資産の「その他」に含
めて表示しております。

※３ 消費税等の取扱い
同左

─

 

 

 ４ 当社は、運転資金の効率
的な調達を行うため取引銀
行４行と当座貸越契約及び
貸出コミットメント契約を
締結しております。

   当中間会計期間における
当座貸越契約及び貸出コミ
ットメントに係る借入金未
実行残高は次のとおりであ
ります。

当座貸越極 
度額の総額

1,100,000千円

貸出実行残高 313,000

差引額 787,000千円

貸出コミット 
メントの総額

1,000,000千円

貸出実行残高 300,000

差引額 700,000千円

 

４ 当社は、運転資金の効率
的な調達を行うため取引銀
行５行と当座貸越契約を締
結しております。

  当中間会計期間における
当座貸越契約係る借入金未
実行残高は次のとおりであ
ります。

当座貸越極 
度額の総額

1,900,000千円

貸出実行残高 813,000

差引額 1,087,000千円

 

 

４ 当社は、運転資金の効率
的な調達を行うため取引銀
行４行と当座貸越契約及び
貸出コミットメント契約を
締結しております。

  当事業年度における当座
貸越契約及び貸出コミット
メントに係る借入金未実行
残高は次のとおりでありま
す。

当座貸越極
度額の総額

1,100,000千円

貸出実行
残高

313,000

差引額 787,000千円

貸出コミット
メントの総額

1,000,000千円

貸出実行残高 300,000

差引額 700,000千円



(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間
(自 平成17年9月１日
至 平成18年2月28日)

当中間会計期間
(自 平成18年9月１日
至 平成19年2月28日)

前事業年度
(自 平成17年9月１日
至 平成18年8月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の
主な内訳

物流費 164,376千円

給与手当 149,695

退職給付費用 3,431

減価償却費 59,370

 

※１ 販売費及び一般管理費の
主な内訳

物流費 107,897千円

給与手当 110,257

退職給付費用 1,873

貸倒引当金 
繰入額

71,835

減価償却費 63,010

 

※１ 販売費及び一般管理費の主
な内訳

物流費 320,715千円

広告宣伝費 180,014

役員報酬 110,796

給与手当 262,197

退職給付費用  5,209

賃借料 56,963

減価償却費 120,173

貸倒引当金
繰入額

131,802

 

※２ 営業外収益のうち重要な
もの

受取利息 33千円

業務受託料 3,000
 

※２ 営業外収益のうち重要な
もの

受取利息 231千円

業務受託料 15,000
 

※２ 営業外収益のうち重要な
もの

受取利息 185千円

業務受託料 6,000

 

※３ 営業外費用のうち重要な
もの

支払利息 6,825千円

新株発行費 8,579

社債発行費 18,908

シンジケート 
ローン手数料

5,802

 

※３ 営業外費用のうち重要な
もの

支払利息 10,683千円

 

※３ 営業外費用のうち重要な
もの

支払利息 14,214千円

株式交付費 8,579

社債発行費 20,408

シンジケート
ローン手数料

11,477

─

 

※４ 特別利益のうち重要なもの

貸倒引当金戻入高 17,200千円

─

 

※５ 特別損失のうち重要なもの
たな卸資産 
評価損

106,024千円

 

※５ 特別損失のうち重要なもの
たな卸商品 
評価損

125,300千円

子会社株式 
評価損

101,297

投資有価証券
評価損

86,330

※５ 特別損失のうち重要なもの
たな卸商品
評価損

259,694千円

子会社株式
評価損

30,000

貸倒引当金
繰入額

25,200

長期前払費用
臨時償却

21,722

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 16,821千円

無形固定資産 21,216

６ 減価償却実施額

有形固定資産 18,691千円

無形固定資産 26,181

６ 減価償却実施額

有形固定資産 37,701千円

無形固定資産 48,517



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日） 

 自己株式に関する事項 

   
  

前事業年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

 自己株式に関する事項 

 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加501.68株は、平成17年８月22日開催の取締役会決議に基づく500株の買付及

び第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の普通株式への転換時に発生した端株1.68株の取得によるもので

す。 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式 (株） 501.68 ─ ─ 501.68

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 (株） ─ 501.68 ─ 501.68



(リース取引関係) 

 
  

  

前中間会計期間
(自 平成17年9月１日
至 平成18年2月28日)

当中間会計期間
(自 平成18年9月１日
至 平成19年2月28日)

前事業年度
(自 平成17年9月１日
至 平成18年8月31日)

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得 
価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間 
期末 
残高 

相当額 
(千円)

建物 6,969 4,530 2,439

器具及び

備品
161,318 95,457 65,861

車輌 12,033 8,472 3,560

ソフト 

ウェア
24,298 18,223 6,074

合計 204,619 126,683 77,935

 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得 
価額 

相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間
期末 
残高 

相当額 
(千円)

建物 6,969 5,924 1,045

器具及び

備品
161,318 127,720 33,597

車輌 12,305 1,032 11,273

ソフト 

ウェア
24,298 23,083 1,214

合計 204,892 157,760 47,131  

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

取得
価額 

相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

期末 
残高 

相当額 
(千円)

建物 6,969 5,227 1,742

器具及び

備品
161,318 111,588 49,729

車輌 12,033 9,128 2,904

ソフト 

ウェア
24,298 20,653 3,644

合計 204,619 146,597 58,021

 

２ 未経過リース料中間期末残

高相当額

１年内 43,273千円

１年超 42,363千円

合計 85,636千円
 

２ 未経過リース料中間期末残

高相当額

１年内 28,600千円

１年超 23,515千円

合計 50,116千円
 

２ 未経過リース料期末残高相

当額

１年内 38,815千円

１年超 25,540千円

合計 64,356千円

３ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 23,295千円

減価償却費
相当額

19,914千円

支払利息
相当額

2,351千円

３ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 23,803千円

減価償却費
相当額

20,566千円

支払利息
相当額

1,387千円

３ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 46,551千円

減価償却費
相当額

39,828千円

支払利息
相当額

4,144千円

４ 減価償却費相当額の算定方

法

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方

法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方

法

同左

５ 利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間(自 平成17年9月１日 至 平成18年2月28日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間(自 平成18年9月１日 至 平成19年2月28日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度(自 平成17年9月１日 至 平成18年8月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

(企業結合等関係) 

前中間会計期間(自 平成17年9月１日 至 平成18年2月28日) 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成18年9月１日 至 平成19年2月28日) 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成17年9月１日 至 平成18年8月31日) 

 該当事項はありません。 

  

  

(１株当たり情報) 

 中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

  

(重要な後発事象) 

 
  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年9月１日
至 平成18年2月28日)

当中間会計期間
(自 平成18年9月１日
至 平成19年2月28日)

前事業年度
(自 平成17年9月１日
至 平成18年8月31日)

─ ─ ─



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

  

  

該当事項はありません。 

  

(1) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第８期)

自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日

平成18年11月29日 
関東財務局長に提出。

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年５月１８日

ダイキサウンド株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイキサウンド株式

会社の平成１７年９月１日から平成１８年８月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年９月１日から平成１８年

２月２８日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、ダイキサウンド株式会社及び連結子会社の平成１８年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年９月１日から平成１８年２月２８日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安   義 利 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 澤 宏 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１９年５月２８日

ダイキサウンド株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイキサウンド株式

会社の平成１８年９月１日から平成１９年８月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年９月１日から平成１９年

２月２８日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書

及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、ダイキサウンド株式会社及び連結子会社の平成１９年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１８年９月１日から平成１９年２月２８日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安   義 利 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 澤 宏 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年５月１８日

ダイキサウンド株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイキサウンド株式

会社の平成１７年９月１日から平成１８年８月３１日までの第８期事業年度の中間会計期間（平成１７年９月１日から平成１８年２

月２８日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ダイキ

サウンド株式会社の平成１８年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年９月１日から平成１

８年２月２８日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安   義 利 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 澤 宏 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１９年５月２８日

ダイキサウンド株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイキサウンド株式

会社の平成１８年９月１日から平成１９年８月３１日までの第９期事業年度の中間会計期間（平成１８年９月１日から平成１９年２

月２８日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ダイキ

サウンド株式会社の平成１９年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年９月１日から平成１

９年２月２８日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安   義 利 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 澤 宏 一 
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